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令和６年度むつ市下水道事業会計決算審査意見書の提出について  

 

 

 地方公営企業法第３０条第２項の規定に基づき、審査に付された令和６

年度むつ市下水道事業会計の決算について審査した結果、次のとおり意見

書を提出します。  
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凡   例 

 

 １ 文中及び各表中「前年度」は「令和５年度」のことをいい、「翌年度」 

は「令和７年度」のことをいう。 

２ 金額は、原則として円単位とした。 

  ３ 比率（％）は、小数点以下第２位を四捨五入した。 

  ４ 構成比率は、合計が 100.0 となるよう一部調整した。 

  ５ 各表中の符号の用法は、次のとおりである。 

   「△」 負数 

   「0.0」該当数字があるが、表示単位未満のもの（零を含む。） 

    「－」 該当数字のないもの又は算出不能のもの 
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令和６年度むつ市下水道事業会計決算審査意見書  

 

 

１ 審査の対象 

  令和６年度むつ市下水道事業会計決算 

 

 

２ 審査の期間 

  令和７年７月２日から令和７年８月１１日まで 

 

 

３ 審査の方法 

 審査に当たっては、「むつ市監査基準」に準拠し、下水道事業の経営が経

済性を発揮するとともに、公共の福祉の増進に努めているかに主眼をおき、

提出された決算報告書、財務諸表及びその他の附属書類が、地方公営企業法

及びその他の関係法令に準拠して適切に処理されているか調査し、併せて、

事業の経営成績及び財政状態が適正に表示されているかについて審査した。  

 

 

４ 審査の結果 

 審査に付された決算報告書、財務諸表及びその他の附属書類は、地方公営企

業法及びその他の関係法令に準拠して作成され、その計数は正確であり、経営

成績及び財政状態を適正に表示しているものと認めた。 
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５ 審査意見 

令和６年度下水道事業会計決算は、収益的収入及び支出では、消費税及び地

方消費税を含んだ決算額で、下水道事業収益は 1,060,244,605 円、下水道事業

費用は 1,027,520,092 円となっている。  

税抜き決算額では、下水道事業収益は 1,046,810,641 円で、前年度と比較し

て 8,272,944 円（0.8％）の増加、下水道事業費用は 1,008,139,396 円で、前

年度と比較して 41,415,488 円（4.3％）の増加となっている。 

この結果、純利益は 38,671,245 円で、前年度より 33,142,544 円（46.2％）

の減少となっている。 

 

経営の概況については、下水道事業収益では、前年度と比較して、主に下水

道使用料が 478,824 円（0.4％）、長期前受金戻入が 52,251,686 円（10.1％）

の増加となり、一般会計補助金が 24,701,000 円（11.2％）、一般会計負担金

等が 19,662,519 円（11.8％）の減少となっている。  

下水道事業費用では、主に総係費が 7,692,536 円(9.2％)減少し、処理場費が

4,751,127 円（2.9％）、業務費が 13,422,999 円（122.2％）、減価償却費が 18,864,311

円（3.4％）増加となっている。 

 

業務の概況については、令和６年度処理水量が 891,297 ㎥、前年度と比較し

て 11,769 ㎥（1.3％）の減少、料金徴収の対象となった水量を示す年間有収水

量が 795,036 ㎥、前年度と比較して 3,557 ㎥（0.4％）の減少、有収率は 89.2％、

前年度と比較して 0.9 ポイント上昇している。 

下水道の接続人口については 6,589 人で、前年度と比較して 396 人（6.4％）

増加している。地区別での接続人口は、むつ地区が 2,907 人となり前年度と比

較して 588 人（25.4％）増加している一方で、大畑地区が 1,432 人となり前年

度と比較して 39 人（2.7％）、川内地区が 1,637 人となり前年度と比較して

145 人（8.1％）、脇野沢地区が 496 人となり前年度と比較して 5 人（1.0％）、

漁集地区が 117 人となり前年度と比較して 3 人（2.5％）減少している。 

接続棟数を処理区域内棟数で除して算出される下水道全体の接続率は、

44.8％となっている。地区別での接続率は、むつ地区が 34.4％、大畑地区が

37.0％、川内地区が 66.3％、脇野沢地区が 63.7％、漁集地区が 72.7％となっ

ている。 
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資本的収入及び支出では、消費税及び地方消費税を含んだ決算額で、資

本的収入は 793,741,900 円、資本的支出は 958,053,041 円となっている。 

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 164,311,141 円は、過年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額 13,680,709 円、減債積立金 69,873,970 円

及び過年度分損益勘定留保資金 80,756,462 円で補塡している。 

 

資本的収入は、前年度と比較して企業債が 254,200,000 円（48.6％）、国庫

補助金が 303,730,000 円（86.2％）、受益者負担金及び分担金が 1,571,900

円（7.1％）の減少、一般会計負担金が 69,256,000 円（17.9％）の増加となっ

ている。 

資本的支出は、前年度と比較して建設改良費が 637,975,467 円（78.9％）の

減少、企業債償還金が 63,133,065 円（8.7％）の増加となっている。 

 

建設改良工事の概況については、下水道整備事業として、むつ地区において、

マンホールポンプ設置工事及び管渠工事後の舗装本復旧工事を実施してい

る。 

改築更新事業として、各地区下水浄化センターの設備更新工事、下水道事業

の計画見直しに係る業務委託及びむつ下水浄化センター再構築基本設計業務

委託などを行っている。 

なお、下水道整備事業に係る建設改良費について、事業計画の変更及

び土地所有者への設置希望調査に不測の日数を要したころから、年度内

に事業を完了することが困難となり、20,000,000 円を翌年度へ繰り越し

している。 

 

一般会計予算における合併処理浄化槽設置整備助成事業の概況については、

単独処理浄化槽や汲取式トイレを合併処理浄化槽へ設置替えする一般家庭に

対して、工事費用の一部を令和６年度は 22 件補助し、前年度と比較して 8 件

増加している。 

歳入は、国庫補助金が 6,601,000 円、県補助金が 2,354,000 円で、合計

8,955,000 円となっている。 

歳出は、主な事業費として、下水道計画区域縮小に伴う浄化槽設置者に対す

る補助が 1,290,000 円、浄化槽設置整備事業補助金の遡及適用分が 1,258,000
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円、浄化槽設置整備事業費補助金が 14,129,000 円で、合計 16,677,000 円とな

っている。 

 

  下水道事業については、新たな下水道整備は行わず計画区域を整備済みの

区域へ縮小することとなったが、整備済区域における下水道への接続率と収

益の向上を図るため、排水設備工事費補助金の増額等の見直しが行われてお

り、引き続き経営の安定につながる取組に努められたい。また、下水道整備

区域外においては、公共用水域の水質改善や公衆衛生の向上に資する合併処

理浄化槽設置に関する補助金制度の拡充を行っており、市民がより活用しや

すい制度となったことにより、衛生的で快適な居住環境が形成されることを

望む。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 11 - 

令和６年度むつ市下水道事業会計決算審査概要 

 

１ 予算執行状況 

 

⑴ 収益的収入及び支出 

収　入

予 算 額 決 算 額
予 算 額 に 対 す る
決 算 額 の 増 減 額 執 行 率

1,054,964,000 1,060,244,605 5,280,605 100.5

営 業 収 益 153,852,000 148,621,552 △ 5,230,448 96.6

営 業 外 収 益 901,112,000 911,621,777 10,509,777 101.2

特 別 利 益 0 1,276 1,276 -

支　出

予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率

1,054,191,000 1,027,520,092 26,670,908 97.5

営 業 費 用 912,400,000 886,196,453 26,203,547 97.1

営 業 外 費 用 141,791,000 141,323,639 467,361 99.7

特 別 損 失 0 0 0 -

下 水 道 事 業 収 益

内

訳

（単位：円、％）

（単位：円、％）

区 分

下 水 道 事 業 費 用

区 分

内

訳

 

 

収益的収入の決算額は 1,060,244,605 円で、予算額に対する執行率は 100.5％

となっている。 

このうち、営業収益は 148,621,552 円で執行率 96.6％、営業外収益は

911,621,777 円で執行率 101.2％、特別利益は 1,276 円である。 

収益的支出の決算額は 1,027,520,092 円で、予算額に対する執行率は 97.5％

となっている。 

このうち、営業費用は 886,196,453 円で執行率 97.1％、営業外費用は

141,323,639 円で執行率 99.7％、特別損失は 0 円である。 

 

 

 

 



- 12 - 

 ⑵ 資本的収入及び支出 

 

収　入

予 算 額 決 算 額
予 算 額 に 対 す る
決 算 額 の 増 減 額 執 行 率

738,949,000 793,741,900 54,792,900 107.4

企 業 債 316,200,000 268,500,000 △ 47,700,000 84.9

国 庫 補 助 金 48,670,000 48,670,000 0 100.0

一般会計負担金 353,939,000 456,039,000 102,100,000 128.8

受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

20,140,000 20,532,900 392,900 102.0

工 事 負 担 金 0 0 0 -

（単位：円、％）

区 分

資 本 的 収 入

内

訳

 

 

支　出

予 算 額 決 算 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額

995,806,000 958,053,041 20,000,000 17,752,959

建 設 改 良 費 208,403,000 170,650,997 20,000,000 17,752,003

企 業 債 償 還 金 787,403,000 787,402,044 0 956

執行率

96.2

81.9

（単位：円、％）

100.0

資 本 的 支 出

内

訳

区 分

 

（注） ｢(１)収益的収入及び支出｣及び｢(２)資本的収入及び支出｣の決算額

は、消費税込みの額である。 

 

資本的収入の決算額は 793,741,900 円で、予算額に対する執行率は 107.4％

となっている。 

このうち、企業債は 268,500,000 円で、その内訳は、下水道整備事業、改築

更新事業に係る建設改良企業債が 67,500,000 円及び資本費平準化に係る準建

設改良企業債が 201,000,000 円となっている。 

国庫補助金 48,670,000 円は、下水道整備事業費に 7,000,000 円、改築更新事

業費に 41,670,000 円をそれぞれ充当している。 

一般会計負担金 456,039,000 円は、下水道整備事務費に 25,052,432 円、企業

債償還金に 430,986,568 円をそれぞれ充当している。 

受益者負担金及び分担金 20,532,900 円は、企業債償還金に充当している。 

一方、資本的支出の決算額は 958,053,041 円で、予算額に対する執行率は

96.2％となっている。 
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このうち、建設改良費は 170,650,997 円で、その内訳は、下水道整備事業費

が 74,203,897 円、改築更新事業費が 92,575,100 円のほか、営業設備費として

3,872,000 円を支出している。 

企業債償還金は 787,402,044 円で、企業債の元金償還に支出したものである。 

この結果、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 164,311,141 円

は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 13,680,709 円、減債積立

金69,873,970円及び過年度分損益勘定留保資金 80,756,462円で補塡している。 
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２ 経営状況 

 

 ⑴ 経営成績 

 

   下水道事業収益  １，０４６，８１０，６４１円 

   下水道事業費用  １，００８，１３９，３９６円 

   差  引  額      ３８，６７１，２４５円 

 

 令和６年度の経営成績は 38,671,245 円の純利益を生じた決算となっている。 

 

 

金 額 増 減 率

1,046,810,641 1,038,537,697 8,272,944 0.8

営 業 収 益 135,195,157 134,546,983 648,174 0.5

営 業 外 収 益 911,614,324 903,929,317 7,685,007 0.9

特 別 利 益 1,160 61,397 △ 60,237 △ 98.1

1,008,139,396 966,723,908 41,415,488 4.3

営 業 費 用 865,710,681 833,513,756 32,196,925 3.9

営 業 外 費 用 142,428,715 133,060,152 9,368,563 7.0

特 別 損 失 0 150,000 △ 150,000 △ 100.0

差引額（Ａ）－（Ｂ） 38,671,245 71,813,789 △ 33,142,544 △ 46.2

令 和 ５ 年 度

下水道事業費用（Ｂ）

内

訳

区分
前 年 度 比 較

内

訳

（単位：円、％）

下水道事業収益（Ａ）

令 和 ６ 年 度

 

 

ア 下水道事業収益 

令和６年度の下水道事業収益は 1,046,810,641 円となっている。 

 

(ｱ) 営業収益 

営業収益は 135,195,157 円で、内訳として下水道使用料が 134,357,407

円、その他営業収益が 837,750 円となっている。（「資料１」参照） 

 

(ｲ) 営業外収益 

営業外収益は 911,614,324 円で、内訳として補助金が 196,107,000 円、
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負担金が 146,951,043 円、長期前受金戻入が 568,460,608 円、雑収益が

95,673 円となっている。（「資料１」参照） 

 

(ｳ) 特別利益 

特別利益は 1,160 円で、これは、地方公営企業法適用前分の下水道使用

料収入である。（「資料１」参照） 

 

イ 下水道事業費用 

令和６年度の下水道事業費用は 1,008,139,396 円となっている。 

 

(ｱ) 営業費用 

営業費用は 865,710,681 円で、内訳として管渠費が 12,677,458 円、処

理場費が 170,870,411 円、業務費が 24,411,546 円、総係費が 76,141,972

円、減価償却費が 580,505,371 円、資産減耗費が 1,103,923 円となってい

る。（「資料１」参照） 

 

(ｲ) 営業外費用 

営業外費用は 142,428,715 円で、内訳として企業債利息及び他会計借入

利息の支払利息が 120,767,549 円、控除対象外消費税等の雑支出が

21,661,166 円となっている。（「資料１」参照） 

 

(ｳ) 特別損失 

特別損失は 0 円である。 

（「資料１」参照） 
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⑵ 業務実績 

 

ア 整備実績・普及状況 

 

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 増 減 増 減 率

全 体 計 画 面 積 Ａ (ha) 1,749.5 1,749.5 0 0.0

整 備 面 積 Ｂ (ha) 566.6 566.6 0.0 0.0

整 備 率 Ｂ / Ａ × 100 ( ％ ) 32.4 32.4 0.0 -

行 政 区 域 内 人 口 Ｃ ( 人 ) 50,959 52,049 △ 1,090 △ 2.1

処 理 区 域 内 人 口 Ｄ ( 人 ) 11,617 11,538 79 0.7

普 及 率 Ｄ / Ｃ × 100 ( ％ ) 22.8 22.2 0.6 -

下 水 道 接 続 人 口 Ｅ ( 人 ) 6,589 6,193 396 6.4

下水道水洗化率Ｅ /Ｄ ×100 ( ％ ) 56.7 53.7 3.0 -

処 理 水 量 Ｆ ( ㎥ ) 891,297 903,066 △ 11,769 △ 1.3

有 収 水 量 Ｇ ( ㎥ ) 795,036 798,593 △ 3,557 △ 0.4

有 収 率 Ｇ / Ｆ × 100 ( ％ ) 89.2 88.4 0.8 -

区 分

 

 

全体計画面積が 1,749.5haに対し、整備面積は 566.6haで、前年度と同数とな

っている。 

行政区域内人口の 50,959 人に対し、処理区域内人口は 11,617 人、普及率

22.8%であり、前年度と比較して普及率は 0.6 ポイントの上昇となっている。 

 下水道接続人口は 6,589 人で、前年度と比較して 396 人（6.4％）の増加とな

っている。 

 年間処理水量は 891,297 ㎥で、前年度と比較して 11,769 ㎥（1.3％）の減少

となっている。 

  年間有収水量は 795,036 ㎥で、前年度と比較して 3,557 ㎥（0.4％）の減少

となっている。 

また、有収率（年間給水量に対する年間有収水量の割合）は 89.2％で、前年

度と比較して 0.8 ポイント上昇している。 
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イ 下水道使用料 

 

      区  分 

 

用  途 

基本使用料 従量使用料 

水量 使用料 
１０㎥を超える 

１㎥当たり 

一般用 
１０㎥まで １，１６０円 

１８４円 

公衆浴場、水泳プール用 ３０円 

 

下水道使用料＝（基本使用料＋従量使用料）＋消費税額 

※１円未満は切り捨て 

 

○下水道使用料の改定 

川内・大畑・脇野沢地区の下水道使用料は平成２９年６月から経過措置を講じ、令和元

年６月分より旧むつ市の使用料へ統一した。 
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３ 建設改良費の概要 

 

区 分

工 事 名 等 施 工 内 容 工 事 費 ( 円 ) 施 工 内 容 工 事 費 ( 円 )

下 水 道 整 備 事 業
○ 工事費
○ 事務費 74,203,897

○ 工事費
○ 設計、調査費等
○ 委託料
○ 負担金
○ 事務費

781,744,664

改 築 更 新 事 業
○ 工事費
○ 設計、調査費等
○ 委託料

92,575,100
○ 工事費
○ 設計、調査費等
○ 委託料

25,729,000

営 業 設 備 費 ○ 機械器具購入費 3,872,000 ○ 機械器具購入費 1,152,800

建 設 改 良 費 計 170,650,997 計 808,626,464

令和６年度 令和５年度

 
（注） 消費税込みの額である。 

 

 建設改良費は 170,650,997 円で、その内訳は、下水道整備事業費が 74,203,897

円、改築更新事業費が 92,575,100 円、営業設備費が 3,872,000 円となっている。 
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４ 財政状態 

 

資産、負債及び資本の状況は、次表のとおりである。 

 

金 額 増 減 率

資 産 19,371,203,414 19,894,265,227 △ 523,061,813 △ 2.6

負 債 18,288,763,673 18,850,496,731 △ 561,733,058 △ 3.0

資 本 1,082,439,741 1,043,768,496 38,671,245 3.7

区 分 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度
前 年 度 比 較

（単位：円、％）

 

⑴ 資 産 

資産の令和６年度末現在高は 19,371,203,414 円で、前年度と比較して

523,061,813 円（2.6％）の減少となっている。 

その内訳は、固定資産が 19,273,381,675 円（資産に対する構成割合

99.5％）、流動資産が 97,821,739 円（同割合 0.5％）である。（「資料２」

参照） 

 

ア 固定資産 

    固定資産の内訳は、土地が 571,098,962 円、建物が 4,295,602,060 円、

構築物が 13,663,292,156 円、機械及び装置が 736,533,112 円、工具器械

備品が 5,701,785 円、車両運搬具が 1,153,600 円である。（「資料２」参

照） 

 

イ 流動資産 

流動資産の内訳は、現金・預金が 73,471,174 円、未収金が 25,159,565

円、貸倒引当金が△809,000 円である。（「資料２」参照） 

 

 ⑵ 負 債 

負債の令和６年度末現在高は 18,288,763,673 円で、前年度と比較して

561,733,058 円（3.0％）の減少となっている。 

その内訳は、固定負債が 8,207,653,902 円（負債資本に対する構成割合

42.4％）、流動負債が 813,763,775 円（同割合 4.2％）及び繰延収益が

9,267,345,996 円（同割合 47.8％）である。（「資料２」参照） 
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  ア 固定負債 

固定負債は、全額、企業債である。 

 

イ 流動負債 

流動負債の内訳は、企業債が 774,572,063 円、未払金が 33,584,891 円、

引当金が 5,572,051 円である。（「資料２」参照） 

  

 ウ 繰延収益 

繰延収益の内訳は、長期前受金が 11,821,601,625 円、収 益 化 累 計 額 が 

△2,554,255,629 円である。（「資料２」参照） 

 

 

 ⑶ 資 本 

資本の令和６年度末現在高は 1,082,439,741 円で、前年度末と比較して

38,671,245 円（3.7％）の増加となっている。 

その内訳は、資本金が 600,616,460 円（負債資本に対する構成割合 3.1％）

及び剰余金が 481,823,281 円（同割合 2.5％）である。（「資料２」参照） 

 

  ア 資本金 

       資本金は、固有資本金が 410,391,836 円、組入資本金が 190,224,624 円

である。 

 

  イ 剰余金 

剰 余金 の 内 訳は 、 資 本剰 余 金 が 371,338,247 円、 利 益 剰 余金 が

110,485,034 円である。（「資料２」参照） 
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（単位：円、％）

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

１ ａ 135,195,157 12.9 134,546,983 13.0 648,174 0.5

134,357,407 12.8 133,878,583 12.9 478,824 0.4

0 0.0 0 0.0 0 －

837,750 0.1 668,400 0.1 169,350 25.3

２ 911,614,324 87.1 903,929,317 87.0 7,685,007 0.9

0 0.0 0 0.0 0 －

196,107,000 18.8 220,808,000 21.3 △ 24,701,000 △ 11.2

146,951,043 14.0 166,613,562 16.0 △ 19,662,519 △ 11.8

568,460,608 54.3 516,208,922 49.7 52,251,686 10.1

95,673 0.0 298,833 0.0 △ 203,160 △ 68.0

３ 1,160 0.0 61,397 0.0 △ 60,237 △ 98.1

0 0.0 0 0.0 0 －

0 0.0 0 0.0 0 －

1,160 0.0 61,397 0.0 △ 60,237 △ 98.1

(Ａ) 1,046,810,641 100.0 1,038,537,697 100.0 8,272,944 0.8

１ 865,710,681 85.9 833,513,756 86.2 32,196,925 3.9

12,677,458 1.3 10,827,253 1.1 1,850,205 17.1

170,870,411 16.9 166,119,284 17.2 4,751,127 2.9

24,411,546 2.4 10,988,547 1.1 13,422,999 122.2

76,141,972 7.6 83,834,508 8.7 △ 7,692,536 △ 9.2

580,505,371 57.6 561,641,060 58.1 18,864,311 3.4

1,103,923 0.1 103,104 0.0 1,000,819 970.7

0 0.0 0 0.0 0 －

２ 142,428,715 14.1 133,060,152 13.8 9,368,563 7.0

120,767,549 12.0 117,079,248 12.1 3,688,301 3.2

21,661,166 2.1 15,980,904 1.7 5,680,262 35.5

３ 0 0.0 150,000 0.0 △ 150,000 皆減

0 0.0 0 0.0 0 －

0 0.0 0 0.0 0 －

0 0.0 0 0.0 0 －

0 0.0 150,000 0.0 △ 150,000 皆減

0 0.0 0 0.0 0 －

(Ｂ) 1,008,139,396 100.0 966,723,908 100.0 41,415,488 4.3

△ 33,142,544 △ 46.2

ｂ

(ア)

(イ)

(ウ)

(Ｃ)

下 水 道 事 業 会 計 収 益 的 収 支 表 ［ 税 抜 ］

資料１

科 目

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

比 較

受 託 工 事 収 益

収

入

そ の 他 営 業 収 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

受 取 利 息

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

収 入 計

営 業 外 収 益

補 助 金

負 担 金

う　ち　企　業　債

う　ち　未　収　金

処 理 場 費

総 係 費

減 価 償 却 費

(Ａ)－(Ｂ)

支 出 計

流 動 負 債

そ の 他 営 業 費 用

業 務 費

そ の 他 特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

過 年 度 損 益 修 正 損

災 害 に よ る 損 失

減 損 損 失

管 渠 費

そ の 他 特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

-

0

201,195,397

71,813,789

差引　(イ)－（ウ）－(ア)

う　ち　未　払　金

収 支 差 引

不 良 債 務 比 率 (Ｃ)/ａ×100

累 積 欠 損 金

流 動 資 産
不

良

債

務

ｂ/ａ×100累 積 欠 損 金 比 率

令 和 ５ 年 度

△ 162,391,379

0.0

53,999,208

822,656,062

783,852,044

33,176,621

支

出

雑 支 出

支 払 利 息

営 業 外 費 用

営 業 費 用

資 産 減 耗 費

特 別 損 失

令 和 ６ 年 度

38,671,245

0

97,821,739

25,159,565

-

813,763,775

774,572,063

33,584,891

△ 58,630,027

0.0
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（単位：円、％）

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

19,273,381,675 99.5 19,693,069,830 99.0 △ 419,688,155 △ 2.1

有形固定資産 19,273,381,675 99.5 19,693,069,830 99.0 △ 419,688,155 △ 2.1

土 地 571,098,962 3.0 571,098,962 2.9 0 0.0

建 物 4,295,602,060 22.2 4,424,203,834 22.2 △ 128,601,774 △ 2.9

構 築 物 13,663,292,156 70.5 13,983,422,857 70.3 △ 320,130,701 △ 2.3

機 械 及 び 装 置 736,533,112 3.8 710,006,853 3.6 26,526,259 3.7

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 5,701,785 0.0 2,949,724 0.0 2,752,061 93.3

車 両 運 搬 具 1,153,600 0.0 1,387,600 0.0 △ 234,000 △ 16.9

建 設 仮 勘 定 0 0.0 0 0.0 0 －

無形固定資産 0 0.0 0 0.0 0 －

97,821,739 0.5 201,195,397 1.0 △ 103,373,658 △ 51.4

現 金 預 金 73,471,174 0.4 148,005,189 0.7 △ 74,534,015 △ 50.4

未 収 金 25,159,565 0.1 53,999,208 0.3 △ 28,839,643 △ 53.4

貸 倒 引 当 金 △ 809,000 0.0 △ 809,000 0.0 0 0.0

貯 蔵 品 0 0.0 0 0.0 0 －

前 払 金 0 0.0 0 0.0 0 －

19,371,203,414 100.0 19,894,265,227 100.0 △ 523,061,813 △ 2.6

8,207,653,902 42.4 8,717,275,965 43.8 △ 509,622,063 △ 5.8

企 業 債 8,207,653,902 42.4 8,717,275,965 43.8 △ 509,622,063 △ 5.8

813,763,775 4.2 822,656,062 4.1 △ 8,892,287 △ 1.1

企 業 債 774,572,063 4.0 783,852,044 3.9 △ 9,279,981 △ 1.2

リ ー ス 債 務 0 0.0 0 0.0 0 －

未 払 金 33,584,891 0.2 33,176,621 0.2 408,270 1.2

未 払 い 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 0 0.0 0 0.0 0 －

前 受 金 0 0.0 0 0.0 0 －

引 当 金 5,572,051 0.0 5,627,397 0.0 △ 55,346 △ 1.0

預 り 金 34,770 0.0 0 0.0 34,770 皆増

9,267,345,996 47.8 9,310,564,704 46.8 △ 43,218,708 △ 0.5

長 期 前 受 金 11,821,601,625 61.0 11,297,364,963 56.8 524,236,662 4.6

収 益 化 累 計 額 △ 2,554,255,629 △ 13.2 △ 1,986,800,259 △ 10.0 △ 567,455,370 △ 28.6

18,288,763,673 94.4 18,850,496,731 94.7 △ 561,733,058 △ 3.0

600,616,460 3.1 515,087,198 2.6 85,529,262 16.6

固 有 資 本 金 410,391,836 2.1 458,075,538 2.3 △ 47,683,702 △ 10.4

繰 入 資 本 金 0 0.0 0 0.0 0 －

組 入 資 本 金 190,224,624 1.0 57,011,660 0.3 133,212,964 233.7

481,823,281 2.5 528,681,298 2.7 △ 46,858,017 △ 8.9

資 本 剰 余 金 371,338,247 1.9 371,338,247 1.9 0 0.0

利 益 剰 余 金 110,485,034 0.6 157,343,051 0.8 △ 46,858,017 △ 29.8

1,082,439,741 5.6 1,043,768,496 5.3 38,671,245 3.7

19,371,203,414 100.0 19,894,265,227 100.0 △ 523,061,813 △ 2.6

資料２

下　水　道　事　業　会　計　貸　借　対　照　表　比　較　表

科 目
令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 比 較

負 債 資 本 合 計

固 定 資 産

流 動 資 産

資 産 合 計

固 定 負 債

流 動 負 債

繰 延 収 益

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 合 計
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